
　両親保険制度の見直しが行われ、学校行事への参加

等子が成長した後の両親の休暇取得ニーズに対応する

とともに、両親によるケアの必要性の高い幼児期に両

親手当の大部分を受給するようにするため、2014年1

月1日以降に生まれた子について、両親手当の受給期

は12歳になるまで又は小学校の第5学年を修了するま

でに延長され、4歳以降に受給可能な日数は最大96日

間とされた。

　2014年10月に成立した社会民主党・環境党連立政権

の下では、医療や福祉等の分野における民間企業の参

入に関して2016年までに新たなルールを策定するた

めの調査委員会の設置が合意されたほか、患者の選択

の自由の拡大と医療機関の競争の促進を通じて医療

サービスの質の改善を図るため導入された初期医療に

おける自由選択制に関しても、医療を提供する側の平

等性の確保等の観点からランスティング（日本の県に

相当する広域自治体）に対する導入義務付けを廃止す

る方針が示される等、前中道右派政権下で実施された

施策の見直しも順次進められている。ただし、2015年

政府予算案が否決されたため、現政権の施策がどのよ

うに実施されていくのか、今後の見通しは不透明であ

る。

１　概要…………………………………………
（1）全体像

　積極的な所得再分配を伴う広範かつ高水準の所得保障

を特徴とし、年金、児童手当、傷病手当などの現金給付

は国の事業（社会保険）として実施されている。一方、

現物給付サービスのうち保健･医療サービスは、日本の

県に相当する広域自治体であるランスティングによって

提供される。高齢者ケア（福祉）サービス、障害者福祉

サービスなどの福祉サービスは、日本の市町村に相当す

る基礎的自治体であるコミューンによって提供される。

社会保障給付費（2012年）は1兆811億クローナで、対

GDP比は30.5％となっている。

（2）組織体制

　国レベルでは、社会省（Socialdepartementet）が法

律･政策案の準備、国の予算作成を行う。細則の制定や実

際の行政事務は、社会保険庁（Försäkringskassan）、

保健福祉庁（Socialstyrelsen）などの独立性の高い多

数の中央行政庁（myndighet）に大幅に委任されている。

　保健･医療サービスは18のランスティング、2のレギ

オン（ランスティングより権限が広い広域自治体）とこ

れらに属さないコミューンであるゴットランドという計

21の広域自治体が担当し、福祉サービスは290のコ

ミューンが担当している。ランスティングは日本の県と

比較すると担当する事務の範囲が限られており、その中

心的業務は医療サービスの提供である。また、ランスティ

ング、コミューンとも自主財源（主に定率の住民所得税）

の比率が高い。2013年の住民所得税率（全国の中央値）

はコミューン：20.62％、ランスティング11.11％、合計：

31.73％となっている。

第３節　スウェーデン王国（Kingdom of Sweden）
社会保障施策
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表 3-3-12　分野別社会保障支出の推移（ESSPROS基準）
（百万クローナ）

年 ₂₀₀7 ₂₀₀8 ₂₀₀₉ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₂
保健医療 ₂₃₃，8₅₁ ₂₄₁，₂₀₁ ₂₄₆，₅₆8 ₂₄₆，₅78 ₂₅₉，₄₄₉ ₂7₀，₉₀7

うち現金給付 ₄₄，₄₄8 ₄₀，₆₆₆ ₃₆，8₆7 ₃₄，7₃₁ ₃8，₆₀₂ ₄₄，₃₁₂
うち現金給付以外 ₁8₉，₄₀₃ ₂₀₀，₅₃₅ ₂₀₉，7₀₁ ₂₁₁，8₄7 ₂₂₀，8₄7 ₂₂₆，₅₉₅

障害者 ₁₃8，₁77 ₁₄₁，₆₉₂ ₁₄₂，₀₃₂ ₁₃8，₂8₂ ₁₃₆，₃₅8 ₁₃7，₄₅₅
うち現金給付 7₆，₁₀₀ 7₄，77₄ 7₃，₀8₄ ₆₅，₃87 ₅8，₉₃₉ ₅₆，₀77
うち現金給付以外 ₆₂，₀77 ₆₆，₉₁8 ₆8，₉₄8 7₂，8₉₅ 77，₄₁₉ 8₁，₃78

高齢者 ₃₄₅，₆₄₃ ₃₆₆，₅₄₄ ₃₉₁，₆₆₀ ₄₀₅，₆₃7 ₄₁₄，₄₂₆ ₄₃₉，₁₃8
うち現金給付 ₂7₃，₃₁8 ₂₉₀，₉₂₂ ₃₁₄，₂₉7 ₃₂₆，₃₉₆ ₃₃₃，₀₃8 ₃₅₅，7₉₃
うち現金給付以外 7₂，₃₂₅ 7₅，₆₂₂ 77，₃₆₃ 7₉，₂₄₁ 8₁，₃88 8₃，₃₄₅

遺族 ₁7，₉7₁ ₁7，₉₆8 ₁8，₀77 ₁7，₁₉₀ ₁₆，₃₆₂ ₁₆，₁₃₁
うち現金給付 ₁7，₉7₁ ₁7，₉₆8 ₁8，₀77 ₁7，₁₉₀ ₁₆，₃₆₂ ₁₆，₁₃₁
うち現金給付以外 ー ー ー ー ー ー

家庭・児童 ₉₁，₄₄8 ₉₆，₉₄7 ₉₉，₆8₆ ₁₀₃，₆₀₄ ₁₀7，8₅₀ ₁₁₁，₉₆₁
うち現金給付 ₄₆，7₀8 ₄7，8₅₀ ₄8，₉₅₀ ₅₀，7₅₃ ₅₁，₉₄₆ ₅₃，₀₃₅
うち現金給付以外 ₄₄，7₄₀ ₄₉，₀₉7 ₅₀，7₃₆ ₅₂，8₅₁ ₅₅，₉₀₄ ₅8，₉₂₆

失業 ₃₃，₉₀₅ ₂7，₉₃₂ ₄₀，₆₃₂ ₄₅，₄₃7 ₄₀，₀₉₅ ₄₃，₆₄₉
うち現金給付 ₂7，₄₂8 ₂₁，77₁ ₃₃，7₄8 ₃₆，₃₉7 ₃₁，₁₅₄ ₃₃，₃₂₁
うち現金給付以外 ₆，₄77 ₆，₁₆₁ ₆，88₄ ₉，₀₄₀ 8，₉₄₁ ₁₀，₃₂8

住宅 ₁₄，7₃₆ ₁₄，₆₉₅ ₁₄，7₄₆ ₁₅，₂8₂ ₁₅，₅₅₁ ₁₆，8₆₉
うち現金給付 ー ー ー ー ー ー

うち現金給付以外 ₁₄，7₃₆ ₁₄，₆₉₅ ₁₄，7₄₆ ₁₅，₂8₂ ₁₅，₅₅₁ ₁₆，8₆₉
社会的疎外 ₁8，₃₅₅ ₁₉，8₂₁ ₂₁，₉77 ₂₃，₅₉7 ₂₃，7₂₁ ₂₄，₅₃₉

うち現金給付 ₉，₅8₉ ₁₀，₂₄₅ ₁₁，77₆ ₁₂，₃₀₄ ₁₁，₉₂₃ ₁₁，₃₃₁
うち現金給付以外 8，7₆₆ ₉，₅7₆ ₁₀，₂₀₁ ₁₁，₂₉₃ ₁₁，7₉8 ₁₃，₂₀8

合計
（対GDP比）

₉₁₂，₃7₁ ₉₄₅，₂₂₉ ₉₉₃，₂₃₂ ₁，₀₁₄，₄₄₉ ₁，₀₃₂，88₀ ₁，₀8₁，₁₁7
₂₉．₂ ₂₉．₅ ₃₂．₀ ₃₀．₄ ₂₉．7 ₃₀．₅ 

うち現金給付 ₄₉₅，₅₆₂ ₅₀₄，₁₉₆ ₅₃₆，7₉₉ ₅₄₃，₁₅8 ₅₄₁，₉₆₄ ₅7₀，₀₀₀
うち現金給付以外 ₃₉8，₅₂₄ ₄₂₂，₆₀₄ ₄₃8，₅7₉ ₄₅₂，₄₄₉ ₄7₁，8₄8 ₄₉₀，₆₄₉

（参考）名目GDP ₃，₁₂₆，₀₁8 ₃，₂₀₄，₃₂₀ ₃，₁₀₅，7₉₀ ₃，₃₃7，₅₃₁ ₃，₄8₀，₅₄₃ ₃，₅₄₉，7₀₉

資料出所  スウェーデン中央統計局 （SCB）
 “Utgifter för det sociala skyddet i Sverige och Europa samt utgifternas finansiering ₂₀₀7-₂₀₁₂”
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表 3-3-13　社会保険制度収支（2012年）
（百万クローナ）

給付名
収入 支出

保険料 国庫負担 その他 計 給付費 事務費 計

両親保険 ₃₄，₂₅₀ ー ー ₃₄，₂₅₀ ₃₄，₀₁₁ ₁，₃₂₁ ₃₅，₃₃₂
児童手当 ー ₂₄，₆₁₅ ー ₂₄，₆₁₅ ₂₄，₂8₁ ₃₃₄ ₂₄，₆₁₅
住宅手当 ー ₄，₆₆7 ー ₄，₆₆7 ₄，₄₃₂ ₂₃₅ ₄，₆₆7
障害児介護手当 ー ₃，₂₄₁ ー ₃，₂₄₁ ₃，₀₀₀ ₂₄₁ ₃，₂₄₁
養育費補助 ー ₂，₄₁₂ ₁，₂₆₆ ₃，₆78 ₃，₃₂₉ ₃₄8 ₃，₆78
児童養育期間中の年金権 ー ₆，₃₂7 ー ₆，₃₂7 ₆，₃₂7 ₀ ₆，₃₂7
傷病手当 ₆7，₃₆₅ ₁₄，₀₄₃ ー 8₁，₄₀8 7₅，₅₂8 ₃，₉₉₄ 7₉，₅₂₂
ランスティングへ薬剤補助金 ー 7₄7 ー 7₄7 7₄7 ₀ 7₄7
歯科医療給付 ー ₅，₀₉₆ ー ₅，₀₉₆ ₄，₉₄₁ ₁₅₅ ₅，₀₉₆
医療給付 ー 7₄₃ ー 7₄₃ ₆₉8 ₄₅ 7₄₃
障害者所得補償金 ー ₁，₃87 ー ₁，₃87 ₁，₂77 ₁₀₉ ₁，₃87
活動補償金 ₁₅，₃₄₀ ₆₀₆ ー ₁₅，₉₄₆ ₁₅，₃₄₀ ₆₀₆ ₁₅，₉₄₆
労災手当 ₄，₅₉₆ ₄₃ ₃7 ₄，₆7₆ ₄，₀₃₃ ₂₅₁ ₄，₂8₄
自動車補助 ー ₃7₃ ー ₃7₃ ₃₄₃ ₃₀ ₃7₃
ﾊﾟｰｿﾅﾙｱｼｽﾀﾝｽ補償金 ー ₂₁，787 ₄，₄7₂ ₂₆，₂₅₉ ₂₅，₉₁₅ ₃₄₄ ₂₆，₂₅₉

老齢年金

AP基金 ₂₂₁，7₆₅ ー ₁₀₁，₃₉₅ ₃₂₃，₁₆₀ ₂₃₆，₀₃₉ ₁，7₂₄ ₂₃7，7₆₃
国庫 ₁₆，₅₀₉ ₁，₆8₆ ー ₁8，₁₉₅ ₁8，₀₃₅ ₁₆₀ ₁8，₁₉₅
積立年金制度 ₃₃，₁₁₄ ー ー ₃₃，₁₁₄ ₂，₄₆₅ ₃₅8 ₂，8₂₃

遺族年金 ₁₅，₉₀₂ ₅₉₆ ー ₁₆，₄₉8 ₁₅，₁₂₅ 8₄ ₁₅，₂₀₉
住宅費補助 ー ₁₂，7₉₄ ー ₁₂，7₉₄ ₁₂，₃88 ₄₀₆ ₁₂，7₉₄
高齢者生計費補助 ー ₆₁₃ ー ₆₁₃ ₅88 ₂₅ ₆₁₃
その他の給付・支払 ₁ ₉₁₄ ₄₃ ₉₅7 ₉₄₁ ₁7 ₉₅7
総計 ₄₀8，8₄₂ ₁₀₂，₆₉₀ ₁₀7，₂₁₃ ₆₁8，7₄₄ ₄8₉，78₃ ₁₀，787 87，₀78

資料出所  スウェーデン中央統計局 （SCB） “Statistisk Årsbok för Sverige ₂₀₁₄”

表 3-3-14　社会保険料率
（％）

₂₀₁₂ ₂₀₁₃ ₂₀₁₄
使用者 被用者 使用者 被用者 使用者 被用者

疾病保険料 ₅．₀₂ ー ₄．₃₅ ー ₄．₃₅ ー

遺族年金保険料 ₁．₁7 ー ₁．₁7 ー ₁．₁7 ー

老齢年金保険料 ₁₀．₂₁ 7．₀₀ ₁₀．₂₁ 7．₀₀ ₁₀．₂₁ 7．₀₀ 

両親保険料 ₂．₆₀ ー ₂．₆₀ ー ₂．₆₀ ー

労働災害保険料 ₀．₃₀ ー ₀．₃₀ ー ₀．₃₀ ー

労働市場保険料 ₂．₉₁ ー ₂．₉₁ ー ₂．₉₁ ー

小計 ₂₂．₂₁ ー ₂₁．₅₄ ー ₂₁．₅₄ ー
一般賃金税 ₉．₂₁ ー ₉．88 ー ₉．88 ー

合計 ₃₁．₄₂ 7．₀₀ ₃₁．₄₂ 7．₀₀ ₃₁．₄₂ 7．₀₀ 

（注）　自営業者については異なる保険料率（₂₀₁₄年：合計₂8．₉7%）が適用されている。
資料出所　スウェーデン国税庁（Skatteverket）ホームページ
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２　社会保険制度等……………………………
（1）社会保険制度

イ　概要

　｢社会保険（Socialförsäkring）｣ の範囲は、日本とは

異なり、年金など社会保険料で費用がまかなわれる給付

だけでなく、児童手当、住宅手当など一般財源で費用が

まかなわれる各種の手当も含んで用いられる（ただし、

社会扶助は含まない）。また、労災保険も含むが、社会保

険庁が支給事務を行わない失業保険は含まない。給付内

容は現金給付（所得保障）が中心であり、日本の医療保

険や介護保険のように、主としてサービス費用をまかな

うための制度ではない。社会保険制度は、自営業者を含

めて基本的に職域の別なくスウェーデンに居住する全住

民に適用される。また、給付水準は所得制限を設けず、

従前賃金の一定水準を保障するという形態が多い。なお、

社会保険庁は給付の支給に係る事務のみを取り扱い、社

会保険料の徴収事務は国税庁が国税、地方税の徴税と一

括して実施している。

　社会保険給付は、その対象によって、①家族・児童へ

の経済的保障、②傷病・障害に対する経済的保障、③高

齢者への経済的保障の3つに分類される。日本の状況と

比較すると、社会保険給付全体のうち①の占める割合が

高いことが特徴的である。

　なお、2011年1月、社会保険法典（Socialförsäkringsbalk）

が施行され、31の社会保険関係の法律が一つに統合され

た。これは、概念・用語の整理、制度の透明性・わかり

やすさの向上を目的とし、各制度の支給内容等を変更す

るものではない。

ロ　 家族・児童への経済的保障

（イ）両親保険

　育児期間中の経済的支援策として、育児休業期間中の

所得保障を行う両親保険制度がある。両親保険の財源は

使用者の保険料（両親保険料）である。両親保険の給付

は、妊娠手当、両親手当、一時的両親手当からなる。

a 　妊娠手当（Graviditetspenning）

　　女性が妊娠により身体的に負担がかかる仕事に就く

ことができない場合で配置転換もできない場合に、出

産直前の2か月間のうち最高50日間支給される（両親

手当と同額）。

b 　両親手当（Föräldrapenning）

　　子の出生･養子縁組に際し育児休業をした期間につ

いて合計480日間支給される。父親･母親はそれぞれ

240日間の受給権を有するが、そのうち各60日間（いわ

ゆる「パパ月・ママ月」）を除けば、父親･母親間で受

給権を移転できる。出産10日前（父親は出産後）から

子が8歳になるまで又は小学校の第1学年を修了する

まで受給することが可能であり、その支給額は480日

間のうちの390日間までは従前所得の80％相当額（日

額上限944クローナ、2014年）である。なお、従前年

収が低くても最低保障額として日額225クローナが支

給される。残り90日間については年収に関わりなく一

律日額180クローナが支給される。また、学校行事への

参加等子が成長した後の両親の休暇取得ニーズに対応

するとともに、両親によるケアの必要性の高い幼児期

に両親手当の大部分を受給するようにするため、2014

年1月1日以降に生まれた子については、受給期は12

歳になるまで又は小学校の第5学年を修了するまでに

延長され、4歳以降に受給可能な日数は最大96日間と

された。両親手当は、勤務時間を短縮（パートタイム

勤務）して通常の勤務時間の4分の1、2分の1、4分の3

又は8分の7だけを勤務した場合に、4分の3、2分の1、

4分の1又は8分の1の支給額を受給することも可能で

ある。2008年には男性の育児休業取得促進を目的とし

て、同年7月以降に生まれた子を対象に、390日のうち

「パパ月・ママ月」分を超えて両親のそれぞれが取得し

た育児休業日数をもとに、事後的に税還付（1日当たり

100クローナ、最大計13,500クローナ。なお、2012年よ

り両親手当に上乗せして支給する申請不要の仕組みに

変更。）を行う均等ボーナス（Jämställdhetsbonus）

が導入された。また、2012年からは子が0歳の間、30

日間は両親が同時に両親手当を受給することが可能と

なった。

c 　一時的両親手当（Tillfällig Föräldrapenning）

　　原則として12歳未満の子の看護や通常子をみてい

る者が病気である場合の休業期間について子1人当た

り年60日間まで支給される。子が病気の場合には120

日間まで支給される（両親手当と同額）。また、父親に

ついては、出産前後の付き添いのための休業について、
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10日間の一時的両親手当受給が認められている。

　　なお、2008年7月から、両親が子と過ごす時間を増

やすことを目的に、育児休業期間を超えて1 ～ 2歳の

子の育児に専念している期間についてコミューンが月

3,000クローナを限度に子育て手当（Vårdnadsbidrag）

を支給することが可能となった。本制度を実施するか

どうかはコミューンの任意とされており、最新の統計

によれば108（2011年末現在）のコミューンで実施さ

れている。

（ロ）児童手当（Barnbidrag）

　（基礎）児童手当、延長児童手当、付加的児童手当（多

子加算）から成り、基本的に国内に居住する16歳未満の

子を持つ親は、子1人当たり月額1,050クローナの児童手

当を受けることができる。延長児童手当は、子が16歳を

過ぎても義務教育相当の学校に通っている間（最長18歳

まで）支給されるものである。さらに、複数の子を持つ

親に対しては、子の人数分の基礎手当に加えて、人数が

増えるごとに多子加算（第2子150クローナ、第3子454

クローナ、第4子1,010クローナ、第5子以降1,250クロー

ナ）が行われる。例えば、子が3人の場合、基礎手当3,150

クローナ（1,050クローナ×3人）に、多子加算604ク

ローナ（150＋454クローナ）が支給される。この多子加

算は2010年7月から増額が実施された。

表 3-3-15　児童手当支給額（2010年7月～）
（クローナ）

子供の数 児童手当額 多子加算額 合計

₁ ₁，₀₅₀ － ₁，₀₅₀ 

₂ ₂，₁₀₀ ₁₅₀ ₂，₂₅₀ 

₃ ₃，₁₅₀ ₆₀₄ ₃，7₅₄ 

₄ ₄，₂₀₀ ₁，₆₁₄ ₅，8₁₄ 

₅ ₅，₂₅₀ ₂，8₆₄ 8，₁₁₄ 

₆ ₆，₃₀₀ ₄，₁₁₄ ₁₀，₄₁₄ 

資料出所　スウェーデン社会保険庁 “Social-försäkringen i siffror ₂₀₁₄”

（ハ）住宅手当（Bostadsbidrag）

　子のいる家庭と18歳以上28歳以下の子のいない若年

者を対象に、子の数、住居の大きさ、所得に応じた額を

支給するものであり、所得制限がある。約10.2万件が女

性の単親又は独身世帯（平均月額約2,206クローナ）、約

3.5万件が男性の単親又は独身世帯（同1,332クローナ）、

約4.2万件が夫婦同居家庭（同2,421クローナ）に支給さ

れており（2012年12月）、母子･父子家庭に対する経済

的支援の制度として機能している。また、支給額ベース

で見た場合、約60％が女性の単親又は独身世帯向けであ

る。

（ニ）その他

　離婚した一方の親が予め合意した養育費を支払わない

場合に社会保険制度から支給（立替払）する養育費補助

（Underhållsstöd）、児童が傷病、障害のために特別な

介護などが必要な場合に支給される障害児介護手当

（Vårdbidrag）がある。

ハ　 傷病・障害に対する経済的保障

（イ）傷病手当（Sjukpenning）等

　労働者が傷病にかかったとき、初日（待機日）は何も

支給されないが、2日目以降最初の14日間については、

雇用主から傷病給与（Sjuklön）を受け、それ以降は社

会保険事務所から傷病手当を受けることとなる。手当の

額は、従前所得の80％で、年収333,000クローナ（2014

年）1を超える場合は、同額を上限の年収として算出する。

なお、2005年から導入されていた雇用主による傷病手当

給付費用の一部負担制度（15％）は、2007年1月から廃

止されている。

　傷病手当は従来、受給期間に上限がなかったが、2008

年7月より受給開始1年を経過した場合には、就業能力が

減退しているものの職場復帰が可能と見込まれる例外的

な場合のみ最大550日間支給延長（延長傷病手当：

Förlängd sjukpenning）が認められることとなった。

その場合の支給率は原則として75％に低下する。延長が

認められない場合には、就業能力が恒久的に減退したと

して社会保険事務所の判断で活動補償金・傷病補償年金

（後述）の支給対象と認められない限り、社会保険給付の

支給は打ち切られる。ただし、支給要件の厳格化に対す

る批判が高まったため、2010年1月より、症状が特に重

■1）	� 同額は物価基礎額（prisbasbelopp；毎年、政府が物価の動向に基づいて定める額で、年金や各種社会保障手当の算定基準となる）44,400クローナ
（2014年）の7.5倍である。
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篤な者については支給延長期間が終了した後も、審査に

よってさらに支給延長が認められることとなった。

　この他の傷病にかかった場合に支給される社会保険給

付として、職業復帰のためのリハビリを行っている者に傷

病手当受給期間の範囲で傷病手当と同水準及び追加費用

分を支給するリハビリ手当（Rehabiliteringspenning）、

歯科治療に係る給付がある。

（ロ）活動補償金（Aktivitetsersättning）及び傷病補償

年金（Sjukersättning）

　老齢年金制度の改革によって旧基礎年金・付加年金

（ATP）が廃止されたことに伴い、2003年1月から障害

年金制度が抜本的に改正された。改正後は、医療的な理

由により1年以上にわたり就業能力を4分の1以上失っ

た者は、年齢に応じて19 ～ 29歳の場合には活動補償金、

30 ～ 64歳の場合には傷病補償年金を受給できることと

なった。活動補償金は3年以内の有期給付であるが、傷

病補償年金は障害の状況に応じて無期で支給される。な

お、傷病補償年金については、長期受給者の就業を促す

ため、2009年1月以降、3年毎の検定の結果、就業能力が

回復したと社会保険事務所が判断した場合、その一部又

は全部の受給権を消滅させることとなった（従前受給者

のための経過措置が設けられている）。

（ハ）その他

　障害による追加費用を補償する障害者所得補償金

（Handikappersättning）、 年20時 間 を 超 え る パ ー

ソナルアシスタントの利用費用を補償するパーソナル

ア シ ス タ ン ス 補 償 金（Assistansersättning）、 障

害者の自動車購入・改造等の費用を補償する自動車補

助（Bilstöd）、近親者の介護（看取り）のために休

業する場合の所得を保障する家族介護（看取り）手当

（Närståendepenning）、業務上の災害により就業能力

が恒久的に減退した場合に、活動補償金・傷病補償年金

の上乗せ給付として、従前所得に応じた額を支給する労

災手当（Arbetsskadeersättning）などがある。

ニ　 高齢者に対する経済的保障

　老齢年金、遺族年金のほか、老齢年金の受給額が低額

な者などのための年金受給者住宅手当、年金受給者特別

住宅手当、高齢者生計費補助がある。

（イ）老齢年金

　1999年の制度改正により、賦課方式で運営される所得

比例年金（Inkomstpension）と積立方式で運営される

積立年金（Premiepension）を組み合わせた仕組みに

再編された。年金額が一定水準に満たない者には、国の

税財源による保証年金（Garantipension）制度が設け

られている。
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表 3-3-16　公的年金制度

名称 所得比例年金、積立年金、保証年金

根拠法 社会保険法典（Socialförsäkringsbalk）

制度体系

積立年金（Premiepension）

所得比例年金（Inkomstpension）

保証年金（Garantipension）

運営主体 年金庁（Pensionsmyndigheten）

被保険者資格 一定額（物価基礎額×₀．₄₂₃、₁8，₉₀₀クローネ（₂₀₁₃））以上の年間所得がある被用者及び自営業者。

年金受給要件

支給開始年齢 ₆₁歳以降で受給者が選択。（支給開始年齢に応じて年金額を増減）
保証年金は₆₅歳。

最低加入期間 特段の定めはない。（一定額以上の所得がある年が₁年以上あること。）
保証年金：スウェーデンに₃年以上住んでいること。

その他 ー

給付水準

○所得比例年金（概念上の拠出建て）：支給額は一生涯に納付した保険料額の水準と平均余命などを基に算
出され、また積立年金の支給額は納付した保険料の積立分とその運用利回りによって決定される。

（個人納付保険料＋みなし運用益）/除数
*みなし運用益：名目所得上昇率を基本とし、受給開始前に死亡した被保険者が納付した保険料を同年齢の
被保険者に分配し、管理費を差し引いたもの。
*除数：退職時の平均余命を基本として、さらに、将来における実質所得の上昇を考慮したもの。
○積立年金（通常の拠出建て）：納付した保険料の積立分とその運用利回りによって決定される。

（個人納付保険料総額＋運用益）を保険数理的に計算したもの
*この場合の運用益は実際の運用利回りに受給開始前に死亡した被保険者が納付した保険料からの分配を
加え、管理費を差し引いたもの。
○保証年金（単身者）

〈所得比例年金の年金額が物価基礎額の₁．₂₆倍未満の場合〉
（物価基礎額×₂．₁₃－所得比例年金額）×居住年数/₄₀
〈所得比例年金の年金額が物価基礎額の₁．₂₆倍以上、₃．₀7倍未満の場合〉
｛物価基礎額×₀．87－（所得比例年金額ー物価基礎額×₁．₂₆）×₀．₄8｝×居住年数/₄₀
〈所得比例年金の年金額が物価基礎額の₃．₀7倍以上の場合〉
保証年金は支給されない

繰上（早期）支給制度 なし

年金受給中の就労 制限なし

財源
保険料

₁7．₂₁%（事業主₁₀．₂₁%、労働者7%）、自営業者₁7．₂₁%（₂₀₁₄年）
将来にわたり本人拠出控除後の所得の₁8．₅％（₁7．₂₁÷（₁-₀．₀7）=₁8．₅₀₅…→₁8．₅）（うち所得比例年
金分₁₆%、積立年金分₂．₅%）に固定されている。

公費負担 保証年金の給付、社会保障給付受給時等保険料、本人負担保険料（税額控除）

その他の給付
（障害、遺族等）

障害年金
医療的な理由により₁年以上にわたり就業能力を₄分の₁以上失った者は、年齢に応じて₁₉ ～ ₂₉歳の場合
には活動補償金（Aktivitetsersättning）、₃₀ ～ ₆₄歳の場合には傷病補償年金（Sjukersättning）が支給され
る。活動補償金は₃年間の有期給付。

遺族年金

配偶者の死亡時に₆₅歳未満で、かつ₁8歳未満の子と同居しているか、又は死亡前の同居期間が₅年以上あ
る遺族には、生活転換年金（Omställningspension）が₁₂か月間まで支給され、生活転換年金が低額であ
る場合には保証年金も併せて支給される。また、₁₂か月が過ぎても₁8歳未満の子と同居している場合に
は、最年少の子が₁₂歳に達するか，又は₁₂か月間まで，延長生活転換年金（Förlängd omställningspension）
が支給される。
未成年の遺族を対象とする給付としては、遺児年金（Barnpension）と児童遺族手当（Efterlevandestöd till 
barn）がある。

実績

受給者数
所得比例年金：₁，₂₂₄，7₀₀人
積立年金：₁，₁₁₁，₅₁₃人
保証年金：7₆₁，₆₀₂人（いずれも₂₀₁₃年₁₂月）

支給総額
所得比例年金：7₃₂．₃₅億クローネ
積立年金：₃7．7₀億クローネ
保証年金：₁₆₅．₆₄億クローネ（いずれも₂₀₁₃年₁₂月）

基金残高等 所得比例年金：バッファー部分は市場運用されており、時価残高は₁兆₅8₀億クローナ（₂₀₁₃年₁₂月）。
積立年金：被保険者が選択するファンドにより異なる。
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　新制度に基づく年金支給は経過措置とともに段階的に

導入され、2003年1月には、旧制度（基礎年金・付加年

金制度）に基づく従前の給付が廃止（裁定替え）され、

保証年金の支給が開始されるなど、新制度に完全移行し

た。

　所得比例年金については、受給開始以後毎年原則名目

所得スライドにより改定されるが、1999年の制度改正

で、経済や人口動態の変動に応じて支給額を自動的に調

整する「自動財政均衡メカニズム」が導入された。均衡

メカニズムは2001年の導入以降、実際に発動されたこと

はなかったが、2008年末に発生した経済危機の影響によ

り年金基金の運用がマイナスとなったこと等により、

2010年に初めて発動されて年金支給額の改定がマイナ

スとなる見通しとなった。マイナス改定の影響を緩和す

るため、均衡メカニズム発動の基準となる年金基金積立

金の評価額の算定方法の改正が行われたが、結果として

発動されるに至り、2010年はマイナス幅3.0％、2011年

はマイナス幅4.3％の大幅減額改定が行われた。その後、

2012年は経済情勢の改善等を受けて3.5％、2013年は

4.1％の増額改定となっていたが、2014年は再びマイナ

ス幅2.7％の減額改定となった。

　老齢年金などの年金受給者（ただし、老齢年金の場

合は、65歳以降で年金を全額受給している場合に限

る）に対し、住宅費用（算入額の上限あり）と所得

の額に応じて年金受給者住宅手当（Bostadstillägg 

till pensionärer（BTP））、年金受給者特別住宅手当

（Särskilt bostadstillägg till pensionärer（SBTP））

が支給される。支給額は、配偶者の有無に応じて最高限

度額が定められている。BTP受給者のうち、特に低所得

の者を対象としてSBTPが支給される。

　国内居住期間が短いといった理由で保証年金が低額と

なる場合に、合理的な生活水準を保障する観点から2003

年1月、高齢者生計費補助（Äldreförsörjningsstöd）

が新設された。支給対象者は、原則としてスウェーデン

に居住する65 歳以上の者であり、所得比例年金、保証年

金及び年金受給者（特別）住宅手当を受給してもなお、

住宅費用（算入額の上限あり）を差し引いた所得が一定

水準に達していないことが支給要件となっている。支給

額は、配偶者の有無に応じて定められた合理的な生活水

準のための額と、受給権者の所得から一定の住宅費用を

差し引いた額との差額である。

図 3-3-17　社会保険給付

家族・児童への経済的保障

両親保険
　両親手当
　一時的両親手当
　妊娠手当
児童手当

住宅手当
　障害児介護手当
　養育費補助
　遺児年金・児童遺族手当
他

傷病・障害に対する経済的保障

傷病手当
活動補償金・傷病補償年金
障害者所得補償金
パーソナルアシスタンス補償金
自動車補助

家族介護（看取り）手当
労災手当

他

高齢者への経済的保障

老齢年金
年金受給者住宅手当
年金受給者特別住宅手当
高齢者生計費補助

遺族年金
　生活転換年金・延長生活転換年金

他

（2）医療サービス

　広域自治体であるランスティングが医療施設を設置・

運営し、そこで医師・看護師などの医療スタッフがラン

スティングの職員（公務員）として勤務、費用はランス

ティングの税収（主として住民所得税）及び患者一部負

担によってまかなうのが基本的な構造となっている。な

お、医療費及び薬剤費の自己負担については、2013年か

ら、その上限額が従来の定額から物価基礎額に連動する

形とされた。病院の予算の仕組みはランスティングごと

に異なっているが、全ランスティングで見れば総支出の

90.6％を医療関連経費（歯科を含む）が占めている（2013

年）。
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　財政的な制約により施設・人材など医療資源が不足し、

必要な際に医療機関を受診できない患者の「待ち行列」

の問題に対処するため、2005年以降、政府とコミューン・

ランスティング連合会の合意に基づき、患者に一定期間

内の診療・治療を保証する取組が実施され、2010年、同

制度が法制化された（ケア保証（Vårdgartanti））。これ

により、一定期間内の受診や治療が保証され、当該期間

内に必要なサービスを提供できない場合には、ランス

ティングが他の医療機関で医療をアレンジする義務を負

うこととなっている。

　また、2010年以降、医療サービスの質の改善を図るた

めに患者の「選択の自由」と「競争の促進」を重視する

立場から、初期医療においては患者による医療機関の選

択制度をすべてのランスティングにおいて導入すること

が義務付けられている。

　処方薬については医薬分業が確立されており、患者は

医療機関で処方された医薬品を、医療機関とは別の薬局

で購入する。処方薬を含めて大部分の医薬品の販売（小

売）については国営薬局（Apoteket社）が独占（専売

制）していたが、2009年7月から、民間企業の参入が認

められることとなった。

　2011年1月には、医療の安全性の向上を目的とした新

表 3-3-18　医療制度

概要
広域自治体であるランスティングが医療施設を設置・運営し、そこで医師・看護師などの医療スタッフがランスティングの職員（公
務員）として勤務、費用はランスティングの税収（主として住民所得税）及び患者一部負担によってまかなうのが基本的な構造と
なっている。

名称 傷病手当（Sjukpenning）

根拠法 保健医療法（Hälso- och sjukvårdslag） 社会保険法典（Socialförsäkringsbalk）

運営主体 広域自治体であるランスティングが医療施設を設置・運営 社会保険庁（Försäkringskassan）

被保険者資格 被保険者資格という概念はない（保険制度でない。） 自営業者、被用者

給付対象 全住民 本人

給付の種類 外来・入院などの医療の現物給付。

労働者が傷病にかかったとき、₁₅日目以降給付される。（₂日目
以 降 最 初の₁₄日間については、 雇 用 主から傷 病 給 与

（Sjuklön）を受ける）手当の額は、従前所得の8₀％で、年収
₃₃₃，₀₀₀クローナ を超える場合は、同額を上限の年収として算
出する。
受給開始₁年を経過した場合には、就業能力が減退しているも
のの職場復帰が可能と見込まれる例外的な場合のみ最大₅₅₀
日間支給延長（延長傷病手当：Förlängd sjukpenning）が認
められ、その場合の支給率は原則として7₅％に低下する。症状
が特に重篤な者については支給延長期間が終了した後も、審
査によってさらに支給延長が認められている。

本人負担割合等

｢保健医療法｣ において設定された全国的な上限額の範囲内
で、各ランスティングがそれぞれ独自に設定するのが原則。
外来：通院₁回当たりの定額が、初診か否か、患者の年齢、
訪問先などに応じて設定されている。₂₀₁₄年の通常のプライマ
リケアの外来診療の場合₁回当たり₁₀₀～₃₀₀クローナ。法律
による患者の自己負担額の上限は物価基礎額の₀．₀₂₅倍

（₁，₁₀₀クローナ（₂₀₁₄年））であり、各ランスティングはこれよ
り低い額を定めることもできる。多くのランスティングでは₂₀歳未
満の子については無料。
入院：₁日当たりの定額が患者の年齢･所得、入院日数などに
応じて設定されている。法律による上限額は₁日当たり物価基
礎額の₀．₀₀₂₃倍（₁₀₀クローナ（₂₀₁₄年））であり、₂₀₁₄年
の自己負担額は、₁日当たり概ね₄₀ ～ ₁₀₀クローナ。多くのラ
ンスティングでは₁8 ～ ₂₀歳までは無料。
※歯科治療については、₂₀歳以上に関しては疾病保険から治
療のための負担額の一部支援等が行われている（₂₀歳未満の
者に関してはランスティングにより無料で提供）ほか、特定の疾
病や傷害による治療には国からの補助等もあり。
薬剤：₁年間で物価基礎額の₀．₀₅倍（₂，₂₀₀クローナ（₂₀₁₄））
が上限。

（該当なし）

財源
保険料 ー 自営業者：₄．₄₄％等（₂₀₁₄年）

使用者：₄．₃₅%（₂₀₁₄年）
公費負担 ランスティングの税収（主に住民所得税） 一部国庫負担あり。

実績

加入者数 ー 7，7₄₆，₅₀₆人（₁₆歳以上。₂₀₁₃年₁₂月）

支払総額
支払総額という概念はないが、国民経済に占める医療の規模を
見ると、総保健医療費の対GDP 比は₉．₅％、うち公的支出は
8₁．₃％（₂₀₁₂年）となっている。

7₅₅．₂8億クローネ（₂₀₁₂年）
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患者安全法が施行された。これにより、患者の健康被害

（医療事故）が発生した場合の医療提供者（ランスティン

グ等）による調査・報告等体系的な対応、保健福祉庁に

よる患者からの相談受付、問題のある医師等への観察・

処罰の強化等が実施されている。

３　公衆衛生施策………………………………
（1）保健施策

　2013年のスウェーデン国民の平均余命（出生時）は男

性80.1歳･女性83.7歳、乳幼児死亡率は千人当たり2.69

人となっており、世界最高水準の健康･衛生状態を誇っ

ている。

　一方、公衆衛生上の課題に対応する目標として、政府

が2003年に策定し、2008年に更新した ｢新たな公衆衛生

政策｣ がある。この中では、「社会への参加と働きかけ」

「（国民各人の）経済的・社会的条件」「児童・若者の発育

環境」「職場における健康」「環境・製品」「保健医療サー

ビスにおける健康推進方策」「疾病拡大の防止」「性・リ

プロダクティブ・ヘルス」「身体的運動」「食習慣・食べ

物」「たばこ、麻薬、薬物、賭博」という11の重点分野

を設定している。これにより各コミューン、ランスティ

ングにおける公衆衛生上の課題への計画的な取組が容易

になったとの評価もある一方で、各自治体における取組

の進捗を確認するための国レベルのヘルスデータやより

優れた管理・モニタリングシステムの必要性も指摘され

ている。

（2）医療施設

　医療提供は、ランスティングによる公営サービスが中

心であり、このため伝統的に医療機関の役割分担が明確

になっていた。具体的には、特に高度先進的な医療を提

供する圏域病院（regionsjukhus）が全国6つの保健医

療圏に計9つ（いずれも大学病院）あり、またレーン（一

つのランスティングが設置される地理的範囲）ごとに当

該レーン全体をカバーするレーン病院（länssjukhus）

と、ランスティング内を複数の地区に分けてカバーする

レーン地区病院（länsdelssjukhus）があり、さらにプ

ライマリケアを担当する計1,156の地域医療センター

（vårdcentraler：うち民間事業者の経営によるものが

479）がある（2013年）。ただし、近年では効率化のため

に一部の地域で医療機関の機能的な専門分化を図ってい

るために、医療機関間の階層的な役割分担は次第に以前

に比べて曖昧になってきている。

　1991年当時、ランスティングに属する病床数は全国で

約9万4,000床（人口千人当たり10.8床）であったが、

2013年には約2万5,000床（同2.6床）まで減少してお

り、1992年に実施されたエーデル改革で約3万1,000床

が福祉施設としてコミューンに移管されたことや1995

年の精神保健福祉改革による影響を考慮しても、1990年

代から2000年代を通じ病床数が相当程度縮減されてい

る。

表 3-3-19　病床数の推移

年 ₂₀₀8 ₂₀₀₉ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₂ ₂₀₁₃
専門医療病床 ₂₀，₄₃₃ ₂₀，₀₄₄ ₁₉，₉₁₉ ₁₉，77₅ ₁₉，₂8₀ ₁8，8₀7 

うち　内科短期治療用 ₉，₅78 ₉，₄₄₃ ₉，₆₂₂ ₉，₆₅₃ ₉，₅₃7 ₉，₄77 

外科短期治療用 7，₅₄8 7，₆₆₁ 7，₅₀₆ 7，₃7₀ 7，₀₅₉ ₆，₉₆8 

老年科 ₁，₉8₉ ₁，₆₉₉ ₁，₆₀₃ ₁，₅₃₉ ₁，₄₀₉ ₁，₃₆₃ 

その他 ₁，₃₁8 ₁，₂₄₁ ₁，₁88 ₁，₂₁₃ ₁，₂7₆ ₁，₀₀₀ 

精神科病床数 ₄，₃₉₂ ₄，₄₁₀ ₄，₃₄₆ ₄，₃₀₃ ₄，₂₅₀ ₄，₂₅₅ 

小計 ₂₄，8₂₅ ₂₄，₄₅₄ ₂₄，₂₆₅ ₂₄，₀78 ₂₃，₅₂₉ ₂₃，₀₆₂ 

プライマリケア病床数 ₉7 88 8₅ 8₅ 8₃ 7₉ 

ランスティング以外の主体が
経営する病床数 ₉₄₀ ₁，₁₅₁ ₁，₂₁₆ ₁，₃₅₉ ₁，₆8₆ ₁，7₆₄ 

総計
（対人口千人）

₂₅，8₆₂ ₂₅，₆₉₃ ₂₅，₅₆₆ ₂₅，₅₂₂ ₂₅，₂₉8 ₂₄，₉₀₅ 
（₂．8） （₂．8） （₂．7） （₂．7） （₂．₆） （₂．₆）

資料出所：コミューン・ランスティング連合会　“Statiskt om hälso- och sjukvård samt regional utveckling ₂₀₁₃”
（注）「利用可能ベッド数」に関する統計である。
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（3）医療従事者

　職種の専門分化が進んでいるのが特徴である。例えば

看護師については、地域医療、小児科、外科、老年科、

救急などの診療分野ごとに専門看護師資格が設けられて

いる。医療従事者数は、全体約36.4万人（2012年）と

なっており、職種や地域による差はあるものの総じて不

足しており、人材の量的確保及び資質の向上が重要な課

題となっている。

４　社会扶助制度………………………………
　日本の生活保護に相当する社会扶助（Socialbidrag）

は、コミューンの責任の下に運営されており、財源はコ

ミューンの一般財源である。対象者はスウェーデンに1

年以上居住する者で、公共職業紹介所に求職登録したう

えで、就労能力のある者には求職活動が要求される。給

付額は申請者の資力と所得を総合的に算定（ミーンズテ

スト）した額と、政府が定める全国基準額をベースに各

コミューンが決めた基準額との差額となる。医薬品、家

具等の一時的支出についても個別に考慮される。なお、

医療はランスティングによって全ての住民に提供されて

おり、社会扶助には含まれない。

　2013年には、22万8,056世帯（18歳～ 64歳に属する世

帯の約5.7％）が受給（2012年に比べて約3,000世帯増）

しており、支給総額約108億クローナ（1世帯平均約4万

7,400クローナ）、平均支給期間は6.6か月（中央値）と

なっている。受給世帯類型別に見ると、シングルマザー

世帯が受給者の約40％となっていること、受給者年齢別

では18歳～ 29歳の世代が18歳以上受給者の39％を占め

るなど若年世代の受給者比率が高いこと、全受給世帯中

35％が長期（2013年中に10か月以上）の受給期間となっ

ていることが特徴である。

５　社会福祉施策等……………………………
（1）社会福祉施策全般

　｢高齢者・障害者に対するケア｣、｢個人・家族に対する

サービス｣ の2つに大別される。

　｢高齢者・障害者に対するケア｣ とは、｢社会サービス

法｣、｢保健医療法｣ 及び ｢特定の機能的障害者に対する

援助及びサービスに関する法律（LSS法）｣ の規定に基

づく高齢者・障害者に対するケア（福祉）サービスであ

る。

　一方、｢個人・家族に対するサービス｣ とは、様々な理

由により支援･保護などを必要とするグループに対する

ものであり、児童、家族、アルコール･薬物中毒者など

表 3-3-20　保健医療従事者数の推移（12月現在資格保有者）
（人）

年 ₂₀₀8 ₂₀₀₉ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₂
Apotekare（薬剤師） ₃，₃₆₆ ₃，₆₃₂ ₃，₉₀₅ ₄，₂₀₃ ₄，₅₀₅
Arbetsterapeut（作業療法士） ₁₁，₄₃₂ ₁₁，7₉₃ ₁₂，₂₀₁ ₁₂，₅₅₆ ₁₂，₉₄₆
Barnmorska（助産師） ₁₀，₁₂₀ ₁₀，₃7₀ ₁₀，₅₉8 ₁₀，8₃8 ₁₁，₁7₀
Kiropraktor（カイロプラクティック士） ₆₄₁ ₆7₂ 7₀₁ 7₅₂ 8₁₅
Logoped（言語療法士） ₁，₅₁₀ ₁，₆₅₉ ₁，7₆₀ ₁，₉₂₀ ₂，₀₂₂
Läkare（医師） ₄₉，₆8₁ ₅₁，₃77 ₅₃，₁₁7 ₅₅，₀₄8 ₅7，₂₁8
Naprapat（ナプラパシー士） ₁，₀₄₃ ₁，₀8₉ ₁，₁₂7 ₁，₁7₁ ₁，₂₄₃
Optiker（視能訓練士） ₃，₂₉8 ₃，₄₀₃ ₃，₄₉₉ ₃，₅₉₀ ₃，₆7₀
Psykolog（心理療法士） ₁₀，₁₃₉ ₁₀，₅₄8 ₁₀，₉₆₀ ₁₁，₄₃₅ ₁₁，₉₃₂
Psykoterapeut（臨床心理士） ₅，₅₃₂ ₅，7₃7 ₅，8₉7 ₆，₀₆7 ₆，₃₅₄
Receptarie（医薬品処方士） 7，₆₄8 7，8₂₄ 7，₉₉7 8，₁₅₂ 8，₃₁₁
Röntgensjuksköterska（診療放射線技師） ₉₃₂ ₁，₀7₅ ₁，₂₁₄ ₁，₃88 ₁，₅7₀
Sjukgymnast（理学療法士） ₁₉，₃₃7 ₁₉，8₄₃ ₂₀，₃₃₄ ₂₀，8₄₂ ₂₁，₄₆₅
Sjukhusfysiker（病院技師） ₄₄7 ₄₆7 ₄₉₆ ₅₃₉ ₅7₂
Sjuksköterska（看護師） ₁₆8，₀7₄ ₁7₁，₅₆₀ ₁7₅，₀₅7 ₁78，8₁₁ ₁8₂，₉88
Tandhygienist（歯科衛生士） ₄，₉8₆ ₅，₁8₉ ₅，₄₀₆ ₅，₆₁₀ ₅，8₃₄
Tandläkare（歯科医師） ₁₅，₂₆₅ ₁₅，₄₅8 ₁₅，₆₉₂ ₁₅，₉₃₄ ₁₆，₃₂8

資料出所：スウェーデン保健福祉庁 （Socialstyrelsen） 
Statistik om hälso-och sjukvårdspersonal Officiell statistik om antal legitimerade（₂₀₁₂）och arbetsmarknadsstatus（₂₀₁₁）

（注）表中の日本語名称は仮訳である。
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に対する助言、支援、ケア、治療、経済的支援（社会扶

助）などを行うものである。また、この中には、本人の

同意なく強制的に実施される、例えば虐待の被害者のケ

アも含まれる。

イ　高齢者ケア（福祉）施策

　65歳以上の者の比率は1984年に17％台に達して以降

は安定的に推移しているが（2013年末19.4％）、80歳以

上の者の比率は1985年の3.7％から2012年には5.2％ま

で高まってきている。

　コミューンが提供義務を負う高齢者ケア（福祉）サー

ビスは、在宅サービスと施設サービスに大別される。

（イ）　在宅サービス

　ホームヘルプサービス（Hemtjänst）、訪問看護

（Hemsjukvård）、 デイサービス（Dagverksamhet）、

デイケア（Dagvård）、ショートステイ（Korttidsvård/

boende）、緊急アラーム（Trygghetslarm）、移送サー

ビス（Färdtjänst）などのメニューがある。

（ロ）施設サービス

　社会サービス法上「施設」は高齢者のための ｢特別住

居（Särskiltboende）｣ として定義されており、高齢者

を収容する「施設」というより介護などの特別なニーズ

を有する高齢者のための「住宅」という考え方に立って

いる。以前は高齢者の集合住宅であるサービスハウス、

重度の介護が必要な者のためのナーシングホーム、認知

症の者のためのグループホームなどの分類が存在した

が、近年新たに設立された施設ではこれらの形態間の明

確な違いはなくなってきている。社会サービス法に規定

される「特別住居」は身体的・精神的に介護の必要性が

相当程度高い高齢者を対象としているため、入居に際し

てはコミューンの認定が必要である。2012年10月現在、

65歳以上の者の4.8％に相当する約89,000人が「特別住

居」で暮らしている。また、介護の必要性はそれほど高

くないものの、一人で暮らすことに不安感や孤独感を覚

える高齢者に対応するため、「特別住宅」と通常の高齢者

住宅の間を埋める「安心住宅（trygghetsboende）」が

ある。「安心住宅」は、毎日、専門スタッフが常駐し居住

者の援助を行うことが要件となっている。

（ハ）サービスの提供

　コミューンが直接提供する場合が一般的だが、医療

サービスと同様に利用者による「選択の自由」を推進す

るため、政府は2009年に「選択の自由推進法」を導入し

ており、民間委託が特に中道右派政党が市政を担ってい

る都市部を中心に増大傾向にある。2012年には高齢者が

受けたホームヘルプサービスのうち約24％（利用時間

ベース）、高齢者が居住する「特別住居」のうち約21％

（入居者数ベース）は民間企業などコミューン以外の事業

者によって提供されたものである。

　また、近年、

①　家族介護者の負担が重くなっていることを踏まえ、

コミューンの援助義務に関する規定を設ける改正

（2009年7月）

②　高齢者サービスの提供に当たっては高齢者が「尊厳」

をもって生活できることを保証すること、コミューン

はサービスの提供方法及び提供時間について可能な限

り利用者の要請に応じるべきこと等を内容とする改正

（2011年1月）

③　高齢者が特別住居に入居する場合にパートナーとと

表 3-3-21　福祉サービス対象者数
（人）

年 ₂₀₀8 ₂₀₀₉ ₂₀₁₀ ₂₀₁₁ ₂₀₁₂
生活保護 ₃8₄，₆7₁ ₄₂₂，₃₂₀ ₄₃7，₀₅₀ ₄₁8，₀₃₉ ₃₉₉，₄₁₀ 

高齢者・障害者在宅サービス ₁₆₉，₆₆₂ ₂₂₆，7₆7 ₂₃₄，7₆₀ ₂₄₂，₀₁₀ ₂₄₀，₅₉₄ 

高齢者・障害者施設サービス ₉8，7₂₀ ₁₀₀，₂7₆ ₉8，₉₃₉ ₉₆，₉₂₄ ₉₄，₆87 

薬物・アルコール乱用青年のケア ₁₃，₅₀7 ₁₃，₆₀₁ ₁₂，₂₅₅ ₁₂，₂₄₂ ₁₁，₃₆₃ 

被虐待児童・青少年のケア ₂₂，8₂₅ ₂₃，₆₆₆ ₂₄，8₉₄ ₂₆，₂₄₉ ₂₉，₅₆8 
（参考）総人口 ₉，₂₅₆，₃₄7 ₉，₃₄₀，₆8₂ ₉，₄₁₅，₅7₀ ₉，₄8₂，8₅₅ ₉，₅₅₅，8₉₃ 

資料出所  スウェーデン中央統計局 （SCB） “Statistisk Årsbok för Sverige（₂₀₁₄）”
スウェーデン保健福祉庁（Socialstyrelsen）

“Äldre och personer med funktionsnedsättning-regiform år ₂₀₁₂”
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もに住む権利を保障する改正（2012年11月）

等、社会サービス法の改正が施行され、サービス提供の

向上が図られている。

（ニ）費用

　基本的にコミューンの税財源とサービス利用者の自己

負担でまかなわれる。その具体的内容はコミューンごと

に異なるが、2002年7月から高齢者･障害者福祉サービ

スに係る利用者負担限度額保障制度が導入された。これ

は、サービスの利用者負担に全国一律の上限額を設定す

るとともに、利用者負担額を支払った後に利用者の手元

に残る額の下限額を設定するものである。2014年には利

用者負担の月当たりの上限額は、ホームヘルプなどにつ

いて物価基礎額（注1）の48％の12分の1である1,776ク

ローナ、施設サービスについて物価基礎額の50％の12分

の1である1,850クローナとなっている。また利用者の手

元に残る月当たりの最低所得保障額については、2008年

に社会サービス法の該当規定が改正され、2014年の額は

単身者について物価基礎額の135.46％の12分の1であ

る5,012クローナ、配偶者がいる者それぞれについて物

価基礎額の114.46％の12分の1である4,235クローナと

なっている。

ロ　障害者福祉施策

　福祉サービスや所得保障施策（傷病補償年金などの現

金給付）のほか、教育、住宅、交通、就労支援、文化、

福祉機器の提供など幅広い分野において障害者の完全参

加と平等の理念の下に実施されている。障害者ケアサー

ビスはLSS法及び社会サービス法の規定に基づきコ

ミューンを中心として運営されており、ホームヘルプな

どの在宅サービスや、グループホーム、サービスハウス

などの施設サービスがある。

（2）　保育（育児）サービス

　1990年代後半の一連の改革により、社会福祉ではなく

教育政策の一環として位置付けられ、制度の所管も社会

省から教育省に移管された。実施主体はコミューンであ

り、公費（税財源）と低額の利用者負担により費用をま

かなっている。

　対象児童の年齢に応じて、基本的に1 ～ 6歳児（就学

前）を対象とする保育所＝プレスクール（Förskola）、就

学している児童を対象とする放課後保育所＝レジャータ

イム・センター（Fritidshem）、そして両者（1 ～ 12歳

児）を対象とする家庭保育（教育的保育）（Pedagogisk 

omsorg）がある。なお、5 ～ 6歳児については義務教

育の準備段階として就学前学級＝プレスクール･クラス

（Förskoleklass）制度が設けられている。

　保育所には、通常の保育所以外に開放型保育所＝オー

プン･プレスクール（Öppen förskola）がある。開放型

保育所は保護者が児童とともに自分で日を選んで任意の

時間に訪問できる施設で、地域の子どもの遊び場である

と同時に育児期間中の父母などに交流の機会を提供して

いる。家庭保育は、一定の資格を有する保育担当者が、

自分の家で数人の児童を保育するものである。

　2013年において1 ～ 5歳児の84.2％が保育所、2.6％が

家庭保育を、6 ～ 9歳児の82.3％が放課後保育所、0.2％

が家庭保育を、10 ～ 12歳児の19.7％が放課後保育所を

利用している。6歳児の多くは就学前学級を利用してい

る。

　保育サービスの提供はコミューンの担当であるが、

2012年において、保育所では児童の約20％（1994年には

約12％）、放課後保育所では児童の約11％（1994年には

約4％）はコミューンが設立したもの以外の施設（親な

どの共同運営や民間企業によるもの）に通っており、サー

ビスの民営化が徐々に進展している。

　3歳～就学前の全ての児童には少なくとも年525時間

の無料の保育所サービスの提供が保障されている。また、

保育サービスの自己負担額については2002年1月から上

限額を設定する制度が導入されている。これは、各コ

ミューンの判断で導入することとされているが、2011年

時点で全てのコミューンがこの制度を導入している。

　2011年6月、改正教育法及び新カリキュラムが施行さ

れ、保育所は明確に学校の一分類とされ、教育目標の明

確化、評価・改善の実施、校長の設置、保育士（教師）

の登録制の導入、保育士教育の充実、監査機能の強化、

私立保育所開所の事前承認制の導入等、教育政策の観点

から質の向上を図る改革が実施された。
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６　近年の動き ･ 課題 ･ 今後の展望……………
 　2014年10月に成立した社会民主党及び環境党による

連立政権の下、前中道右派政権下で実施された施策の見

直しが順次進められている。

　医療政策においては、患者の選択の自由の拡大と医療

機関の競争の促進を通じて医療サービスの質の改善を図

るため、初期医療において患者による医療機関の選択制

度をすべてのランスティングにおいて導入することを義

務付けた自由選択制に関して、医療を提供する側の平等

性の確保等の観点から、導入の義務付けを廃止する方針

が示されている。また、医療や福祉等の分野における民

間企業の参入に関しては、現政権及び左翼党の間で、利

潤の大部分は福祉等の本来事業に再投資すべきとの基本

的考え方の下民間企業が福祉から利潤を得ることに一定

の制限を設けることを念頭に、2016年までに新たなルー

ルを策定するための調査委員会を設置することが合意さ

れた。今後調査委員会において調査・検討が進められ、

2016年3月までに提言が行われる予定となっている。

　家族政策においては、男女平等の観点から男性の育児

休業の取得向上が課題とされ、現政権の下で、両親手当

のいわゆる「パパ月・ママ月」を現行の2か月から3か月

に延長することが提案されている。

　高齢者ケア政策の分野でも、前中道右派政権は「選択

の自由」を掲げ医療・福祉分野における民間参入を推進

してきたが、前述のとおり、医療や福祉等の分野におけ

る民間企業の参入に関しては、2016年までに新たなルー

ルを策定するための調査委員会を設置することとなって

いる。また、現政権は、高齢者ケアスタッフの充実に予

算を投じることにより、その労働環境向上を図るととも

に、高齢者ケアの質の向上を図る方針を打ち出している。

　年金分野では、与野党間の広範な合意によって導入さ

れた現行の持続可能な制度について抜本的な変更を主張

する声は大きくはないものの、均衡メカニズムによる想

定以上の減額改定が現実化し、また、今後高齢化の進展

が見込まれる中で、前中道右派政権下の2014年3月には、

与野党5政党からなる年金ワーキンググループにおい

て、①所得比例年金の計算ルール、②緩衝基金の組織と

投資ルール等を見直す方向で合意された。合意の中では、

現行67歳の雇用保障年齢を69歳に引き上げる等より長

い就労生活実現のための方策についても、早期に議論す

ることが促されている。現政権は、同ワーキンググルー

プの枠組みを尊重する意向を明らかにしており、引き続

き、制度の見直しに向けた議論が進められるものと見込

まれる。

　しかし、現政権の施策を盛り込んだ2015年政府予算案

は議会において否決され、代わりに中道右派4党（穏健

党、自由党、中央党、キリスト教民主党）が提出した予

算案が可決された。このため、現政権の施策がどのよう

に実施されていくのか、今後の見通しは不透明となって

いる。

保育サービスの自己負担上限額（2014年）

就学前児童に係る上限月額（₁～₅歳児） 就学児童に係る上限月額（₆～₁₂歳児）
第₁子 所得の₃％（最高₁，₂₆₀クローナ）まで 所得の₂％（最高8₄₀クローナ）まで

第₂子 所得の₂％（最高  8₄₀クローナ）まで 所得の₁％（最高₄₂₀クローナ）まで

第₃子 所得の₁％（最高  ₄₂₀クローナ）まで 所得の₁％（最高₄₂₀クローナ）まで
第₄子以降 無料 無料

資料出所　スウェーデン学校庁（Skolverket）ホームページ
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